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未熟児養育医療

小児慢性特定疾病医療費の支給

母子保健関連施策の体系
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○健康診査

○保健師等
の訪問事業

（市町村）

乳児家庭全戸訪問
（こんにちは赤ちゃん）

妊娠 出産 乳児

養育支援訪問 （要支援家庭への支援）

妊娠・出産・
子育てに
関する

相談窓口

保健センター、 地域子育て支援拠点

女性健康支援センター、保健所、福祉事務所、児童相談所

市町村

都道府
県等

１
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ヶ
月
健
診
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児
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妊婦訪問

母親学級・両親学級

妊婦健診

※妊婦健診費用については、全市町村において１４回分を公費助成。
また、出産費用については、医療保険から出産育児一時金として原則４２万円を支給。

幼児

妊娠・出産等に係る支援体制の概要
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妊婦健康診査について

公費負担の現状（平成２５年４月現在）
○ 公費負担回数は、全ての市区町村で１４回以上実施
○ 里帰り先での妊婦健診の公費負担は、全ての市区町村で実施
○ 助産所における公費負担は、全ての市区町村で実施

公費負担の状況
○ 平成１９年度まで、地方交付税措置により５回を基準として公費負担を行っていたが、妊婦の健

康管理の充実と経済的負担の軽減を図るため、必要な回数（１４回程度）の妊婦健診を受けられる
よう、平成２０年度第２次補正予算において妊婦健康診査支援基金を創設して公費負担を拡充。

○ 平成２２年度補正予算、平成２３年度第４次補正予算により、積み増し・延長を行い公費負担を
継続。（実施期限：平成２４年度末まで）

○ 平成２５年度以降は、地方財源を確保し、地方財政措置を講ずることとした。

妊婦が受診することが望ましい健診回数

※「妊婦に対する健康診査についての望ましい基準」（平成27年３月31日厚生労働省告示第226号）

① 妊娠初期より妊娠２３週（第６月末）まで ：４週間に１回
② 妊娠２４週(第７月)より妊娠３５週（第９月末）まで ：２週間に１回
③ 妊娠３６週（第１０月）以降分娩まで ：１週間に１回

（※ これに沿って受診した場合、受診回数は１４回程度である。）

根 拠
○ 母子保健法第１３条（抄）

市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査を
受けることを勧奨しなければならない。

平成27年６月18日母子保健課作成 3



○ 市町村は、１歳６か月児及び３歳児に対して、健康診査を行う義務があるが、その他の乳幼児に対しても、
必要に応じ、健康診査を実施し、また、健康診査を受けるよう勧奨しなければならない。

○ 根 拠 （母子保健法）

第１２条 市町村は、次に掲げる者に対し、厚生労働省令の定めるところにより、健康診査を行わなければならない。
１ 満１歳６か月を超え満２歳に達しない幼児
２ 満３歳を超え満４歳に達しない幼児

第１３条 前条の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査を受けること
を勧奨しなければならない。

○ 健診内容
① 身体発育状況
② 栄養状態
③ 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無
④ 皮膚の疾病の有無
⑤ 歯及び口腔の疾病及び異常の有無
⑥ 四肢運動障害の有無
⑦ 精神発達の状況
⑧ 言語障害の有無
⑨ 予防接種の実施状況
⑩ 育児上問題となる事項
⑪ その他の疾病及び異常の有無

○ 受診人数（受診率） １，００１，３９７人（９４．９％）

受診人数・受診率：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」（平成２５年度）による。

○ 健診内容
① 身体発育状況
② 栄養状態
③ 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無
④ 皮膚の疾病の有無
⑤ 眼の疾病及び異常の有無
⑥ 耳、鼻及び咽頭の疾病及び異常の有無
⑦ 歯及び口腔の疾病及び異常の有無
⑧ 四肢運動障害の有無
⑨ 精神発達の状況
⑩ 言語障害の有無
⑪ 予防接種の実施状況
⑫ 育児上問題となる事項
⑬ その他の疾病及び異常の有無

○ 受診人数（受診率） １，００９，３６８人（９２．９％）

１歳６か月児健診 ３歳児健診

乳幼児健康診査（１歳６か月児健診・３歳児健診）について

※平成１７年度に一般財源化（地方交付税措置）
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年次 名称 内容

昭和17年～ 妊産婦手帳 出産の状況、妊産婦・出産児の健康状態等

昭和23年～ 母子手帳 乳幼児期までの健康状態の記録欄等の追加

昭和41年～ 母子健康手帳 医学的記録欄がより詳細に
保護者の記録欄等の追加（育児日誌的性格も付加）

平成4年～ 母子健康手帳 交付主体が都道府県又は保健所を設置する市から市町村へ
手帳の後半部分を任意記載事項に

沿 革

母子健康手帳について

構 成 と 内 容
① 必須記載事項（省令事項）：妊産婦・乳幼児の健康診査、保健指導に関する記録等

必ず記載しなければならない全国一律の内容。厚生労働省令で様式を規定している。
ex. 妊娠中の経過、乳幼児期の健康診査の記録、予防接種の記録、乳幼児身体発育曲線

② 任意記載事項（通知事項）：妊産婦の健康管理、乳幼児の養育に当たり必要な情報等
自治体の任意で記載する内容。厚生労働省令で記載項目のみを定め、通知で様式を示している。

自治体独自の制度等に関する記載も可能。
ex. 日常生活上の注意、育児上の注意、妊産婦・乳幼児の栄養の摂取方法、予防接種に関する情報

概 要
○ 市町村が、妊娠の届出をした者に対して交付（母子保健法第16条第1項）。

○ 妊娠、出産及び育児に関する一貫した健康記録であるとともに、乳幼児の保護者に対する育児に関する
指導書である。

※平成２２年乳幼児身体発育調査、近年の社会的変化及び母子保健の変化等を踏まえ、「母子健康手帳に関する検討会」を開催し、平成２３年１１月
に報告書を取りまとめ、その報告書を踏まえ必須記載事項（省令）及び任意記載事項（通知）の様式改正を行った。 →平成２４年４月１日から各市
町村において新様式を交付 5



○ 現状様々な機関が個々に行っている妊娠期から子育て期にわたるまでの支援について、ワンストップ拠点（子育て世代包括
支援センター）を立ち上げ、切れ目のない支援を実施。

○ ワンストップ拠点には、保健師、ソーシャルワーカー等を配置してきめ細やかな支援を行うことにより、地域における子育て世
帯の「安心感」を醸成する。

➢ 平成２７年度実施市町村数（予定）：１５０市町村

子育て世代包括支援センター

保健師 ソーシャル
ワーカー

助産師

医療機関
（産科医等）

保健所 児童相談所

民間機関
連携・委託

情報の共有

妊娠・出産包括支援事業の展開

地域ごとの工夫をこらして子育て世代包括支援センターを立ち上げ、コーディネー
ターが、各機関との連携・情報の共有を図り、妊娠期から子育て期にわたる総合的
相談や支援をワンストップで行うとともに、全ての妊産婦の状況を継続的に把握し、
要支援者には支援プランを作成

地域の実情に応じて、

産前・産後サポート事業、産
後ケア事業等を実施

妊産婦等を支える

地域の包括支援体制の
構築

子育て支援機関 利用者支援
実施施設

妊娠前 妊娠期 出産 産後 育児

産後ケア事業（心身のケアや育児サポート等）妊婦健診 乳
児
家
庭

全
戸
訪
問

事
業

子育て支援策
・保育所
・里親
・乳児院
・その他子育て支援策両親学級等

妊娠に関する普
及啓発

不妊相談

産前・産後サポート事業（子育て経験者等の「相談しやすい話し相手」等による相談支援）

定期健診 予防接種 養子縁組
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退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を目的とする。
（平成２６年度より、妊娠・出産包括支援モデル事業の一部として事業開始。平成２７年度からは、妊娠・出産包括支援事業の任意事業として実施（子
ども・子育て支援法に基づく利用者支援事業「母子保健型」（子育て世代包括支援センター）の実施を条件））

「宿泊型（※１）」又は「デイサービス・アウトリーチ型（※２）」により、母子に対し、以下のような心身のケア等を実施。
(1)母体ケア、乳児ケア
(2)育児に関する指導、カウンセリング
(3)心身のケア、育児サポート 等

※１ 医療機関等において、空きベッドの活用等により心身のケアや育児のサポート等のきめ細かい支援を実施するとともに、産婦に休養の機会を
提供。（利用期間は原則7日間以内。ただし、市町村が必要と認めた場合には延長可能。）

※２ 日中のサービス又は訪問型のサービスにより、心身のケアや育児のサポート等のきめ細かい支援を実施。
※３ 利用料については、市町村が利用者の所得等に応じて徴収。

家族等から十分な家事、育児などの援助が受けられない産婦及びその子で、かつ、「(1)産後に心身の不調又は育児不安等があ
る者」、又は「(2) その他特に支援が必要と認められる者」（ただし、病院等への入院を要する者は除く。）

対象者

産後ケア事業について

事業目的等

助産師、保健師又は看護師等の担当者を必要に応じて配置。
（ただし、宿泊型を行う場合には、２４時間体制で１名以上の助産師、保健師又は看護師の勤務が条件）

実施担当者

(1) 宿泊型・・・６名程度の利用者が宿泊可能で、利用者の居室、カウンセリング室、乳児保育室等を有する施設において実施。
(2) デイサービス型・・・ ２０名程度の利用者が利用可能で、事業を行うために必要な設備を有する施設において実施。

（平成２６年度事業実績）
２９市町村（妊娠・出産包括支援モデル事業の実施市町村数）

実施場所等

事業内容

※「母子保健医療対策等総合支援事業」のメニューとして実施
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未熟児養育医療給付事業

事業の概要

○ 未熟児（身体の発育が未熟のまま出生した乳児（１歳未満）であって、正常児が出生時に有する諸機能を
得るに至るまでのもの）に対して、医療保険の自己負担分を補助する制度（昭和３３年度創設）。

○ 目的 養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、その養育
に必要な医療の給付を行う。

○ 対象者 次のいずれかに該当するもので、医師が入院養育を必要と認めた未熟児
・ 出生時の体重が２,０００ｇ以下のもの
・ 生活力が特に薄弱であって、正常児が出生時に有する諸機能を得るに至って
いないもの

○ 給付の範囲 ① 診察
② 薬剤又は治療材料の支給
③ 医学的処置、手術及びその他の医療
④ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護
⑤ 移送

○ 補助根拠 母子保健法第２０条、第２１条の３
○ 指定医療機関 厚生労働大臣又は都道府県知事が医療機関を指定
○ 実施主体 市区町村
○ 補助率 １／２（負担割合：国１／２、都道府県１／４、市区町村１／４）

8



○身体発育曲線
調査結果をもとに身体発育評価のためのパーセンタイル曲線を作成

○身長体重曲線
調査結果をもとに肥満判定（やせ及び肥満の評価）のために作成

平成22年乳幼児身体発育調査

○目的：全国的に乳幼児の身体発育の状態を調査し、我が国の乳幼児の身体発育値を定めて乳幼児保健指導の改善に資する

○調査方法：厚生労働省雇用均等・児童家庭局で企画し、都道府県及び保健所を設置する市に委託
①一般調査：全国の生後14日以上小学校就学前の乳幼児7,652人の生年月日、身長、体重、運動・言語機能、栄養法、

母の状況等（原則として乳幼児の一斉健診による集団調査として実施した）

②病院調査：全国の150の産科標榜病院で出生し、平成22年９月中にいわゆる1か月健診を受診した乳児4,774人の
生年月日、身長、体重、娩出方法、栄養法、母の状況等

調査の概要

○乳幼児身体発育値
乳幼児の年・月齢別の体重及び身長は平成12年の調査

に比べて全体的に若干減少していた。

○乳幼児の運動機能・言語機能通過率
乳幼児の運動機能・言語通過率については、平成12年

の調査に比べてやや遅い傾向が認められた。

○乳幼児の栄養法について
母乳栄養の割合は、各月齢で平成12年の調査と比べて

増加しており、４～５か月児での母乳栄養の割合は、平
成12年は35.9％、平成22年は55.8％であった。

○妊娠中の喫煙について
妊娠中の喫煙率は、平成12年の10.0％と比較して平

成22年は5.0％に減少していた。

○妊娠中の飲酒について
妊娠中の飲酒率は、平成12年の18.1％と比較して平

成22年は8.7％に減少していた。

調査結果の概要 調査結果に基づく曲線例

例：乳児（男子）身体発育曲線（体重） 例：幼児（女子）の身長体重曲線

平成23年10月27日結果公表

9



住 民 （ 親 子 ）ＮＰＯ

連携と協働

モニタリングの構築

企業
医療機関 研究機関

学校

地方公共団体

○ 関係者が一体となって推進する母子保健の国民運動計画
○ 21世紀の母子保健の取組の方向性と目標や指標を示したもの
○ 第１次計画（平成13年～平成26年）・第２次計画（平成27年度～平成36年度）

「健やか親子２１」とは

【基盤課題Ａ】

切れ目ない妊産婦・
乳幼児への
保健対策

【基盤課題Ｂ】
学童期・思春期から

成人期に向けた
保健対策

【基盤課題Ｃ】
子どもの健やかな
成長を見守り育む

地域づくり

【重点課題①】

育てにくさを感じる
親に寄り添う支援

【重点課題②】

妊娠期からの
児童虐待防止対策

「すべての子どもが健やかに育つ社会」の実現

健やか親子２１推進協議会

国（厚生労働省、文部科学省等）
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「健やか親子２１」に関連する
行政計画や国民運動計画の周期

次世代育成支援対策推進法に

基づく次世代育成行動計画

（都道府県・市町村・事業主）

子ども・子育て応援プラン

（エンゼルプラン）
（国）

母子保健計画
（市町村）

健やか親子２１
（国民運動）

健康日本２１
（国民運動）

平成6年 （1994年）

平成7年 （1995年） 　エンゼルプラン

平成8年 （1996年） 　計画策定

平成9年 （1997年）

平成10年 （1998年）

平成11年 （1999年） 　計画策定

平成12年 （2000年） 　新エンゼルプラン 　計画策定

平成13年 （2001年） 　計画の見直し

平成14年 （2002年）

平成15年 （2003年）

平成16年 （2004年） 　行動計画策定 　次世代育成行動計画に包括

平成17年 （2005年） 　行動計画の推進（前期） 　子ども・子育て応援プラン 　第1回中間評価

平成18年 （2006年） 　中間評価

平成19年 （2007年）

平成20年 （2008年）

平成21年 （2009年） 　行動計画の見直し 　第2回中間評価

平成22年 （2010年） 　行動計画の推進（後期） 　子ども・子育てビジョン

平成23年 （2011年） 　最終評価

平成24年 （2012年） 　次期国民健康づくり運動プラン策定

平成25年 （2013年） 　最終評価･第２次計画策定検討

平成26年 （2014年）  　第２次計画周知

平成27年 （2015年） 　第２次計画開始
健康日本２１（第2次）
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「健やか親子２１（第１次）」の最終評価について

12

全体の目標達成状況等の評価～74項目のうち、約８割が改善～

評価区分（策定時※の値と直近値とを比較） 該当項目数（割合）

改善した

Ａ 目標を達成した 20項目（27.0%）

Ｂ 目標に達していないが改善した 40項目（54.1%）

Ｃ 変わらない ８項目（10.8%）

Ｄ 悪くなっている ２項目（2.7%）

Ｅ 評価できない ４項目（5.4%）

※中間評価時に設定された指標については、中間評価時の値との比較

約80%

69指標（74項目）について、策定時の数値と直近値とを比較して評価した結果は、下表

の通り。「改善した（目標を達成した）」と「改善した（目標に達していないが改善した）」を
合わせて60項目（81.1%）である一方、「悪くなっている」は２項目（2.7%）であった。
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すべての子どもが健やかに育つ社会

健やか親子２１（第２次）

子育て・健康支援

（重点課題②）

妊娠期からの

児童虐待防止対策

（重点課題①）

育てにくさを感じる

親に寄り添う支援
不妊

予防
接種

相談
相手

低出生
体重児

心の
健康少子化

健康
診査

産後
うつ 食育

喫煙
飲酒

肥満
やせ

性 歯科身体
活動

（基盤課題Ａ）

切れ目ない妊産婦・乳幼児への
保健対策

（基盤課題Ｂ）

学童期・思春期から
成人期に向けた保健対策

（基盤課題Ｃ）

子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり
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課題名 課題の説明

基盤課題
Ａ

切れ目ない妊産婦・
乳幼児への保健対策

妊娠・出産・育児期における母子保健対策の充実に取り組むとともに、各事業間や関
連機関間の有機的な連携体制の強化や、情報の利活用、母子保健事業の評価・分析体
制の構築を図ることにより、切れ目ない支援体制の構築を目指す。

基盤課題
Ｂ

学童期・思春期から
成人期に向けた保健
対策

児童生徒自らが、心身の健康に関心を持ち、より良い将来を生きるため、健康の維持・
向上に取り組めるよう、多分野の協働による健康教育の推進と次世代の健康を支える社
会の実現を目指す。

基盤課題
Ｃ

子どもの健やかな成
長を見守り育む地域
づくり

社会全体で子どもの健やかな成長を見守り、子育て世代の親を孤立させないよう支え
ていく地域づくりを目指す。具体的には、国や地方公共団体による子育て支援施策の拡
充に限らず、地域にある様々な資源（ＮＰＯや民間団体、母子愛育会や母子保健推進員
等）との連携や役割分担の明確化が挙げられる。

重点課題
①

育てにくさを感じる親
に寄り添う支援

親子が発信する様々な育てにくさ（※）のサインを受け止め、丁寧に向き合い、子育てに
寄り添う支援の充実を図ることを重点課題の一つとする。
（※）育てにくさとは：子育てに関わる者が感じる育児上の困難感で、その背景として、子
どもの要因、親の要因、親子関係に関する要因、支援状況を含めた環境に関する要因
など多面的な要素を含む。育てにくさの概念は広く、一部には発達障害等が原因となっ
ている場合がある。

重点課題
②

妊娠期からの児童虐
待防止対策

児童虐待を防止するための対策として、①発生予防には、妊娠届出時など妊娠期から
関わることが重要であること、②早期発見・早期対応には、新生児訪問等の母子保健事
業と関係機関の連携強化が必要であることから重点課題の一つとする。

「健やか親子２１（第２次）」における課題の概要
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基盤課題Ａ 目標達成に向けたイメージ図
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基盤課題Ｂ 目標達成に向けたイメージ図
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基盤課題Ｃ 目標達成に向けたイメージ図
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重点課題① 目標達成に向けたイメージ図
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重点課題② 目標達成に向けたイメージ図
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「健やか親子２１（第２次）」のスケジュール

H26
年度

27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 …

全
体

・現計画終了

平成２７年度～

健やか親子２１（第２次）
開始

平成３１年度
中間評価

平成３５年度
最終評価

平成３６年度
健やか親子２１
（第２次）終了

国

・健やか親子２１

（第２次）のベースラ
イン調査・目標設定
・健やか親子２１
（第２次）周知

・自治体担当者への
研修等

・推進体制の検討

・中間評価
の調査

・中間評価検
討会開催

・
最
終
評
価
の
調
査

・最終評価検討
会開催
・健やか親子

２１（第３次）計
画策定検討会
開催

・健やか２１

（第３次）のベースラ
イン調査

・次期計画周知等

地
方
公
共
団
体

・最終評価
・母子保健計画
作成、周知等

・調査協力
・中間評価・
計画修正等

・
調
査
協
力

・最終評価
・健やか親子２１
（第３次）作成、周知
等

関
係
団
体
等

・取組の最終評価
・健やか親子２１
（第２次）計画作成

・調査協力
・中間評価・
計画修正等

・
調
査
協
力

・最終評価
・健やか親子２１
（第３次）作成

20


